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「経済財政運

一体改革」
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一括法の施行（ 年４月）に

事務配分がなされた。この結

分権，とくに国から地方への

営と構造改革の基本方針

の下に４兆円の財政移転（交

その規模はなお十分といえな

この動きを背景に地方財政学

よって機関委任事務が廃止さ

果，わが国の地方分権をめ

税源移譲と地方税源の拡充

について」（閣議決定， 年

付税，国庫支出金）の縮小と

いが，それでもこの実現に

会は，第８ 回大会（

れ，問題点を含みながら

ぐる主要課題はもう一つの

となってきた。政府は最近，

６月）で，いわゆる「三位

兆円の税源拡充の方針を

は小さくない困難が横たわ

年）において税源移

譲問題を主要

所得税の地

合意となっ

市町村の個人

る神野，金子

財政への効果

個別市町

テーマの１つとした。

方移譲による個人住民税の拡

ている。それは経過期間を要

住民税に各５％分上乗せする

両教授らの所説を検討すると

，影響を考察した。〔内山，

村レベルでのそれは兼村高文

充は，その最有力手段とし

するとしても，所得税の基礎

ことを想定している。筆者

ともに，府県についてシミ

〕

教授の優れた研究（兼村等，

て学界や関係者の間でほぼ

税率部分（ ％）を府県，

の一人はすでに主唱者であ

ュレーションを行い，府県

）を除いて，技術的，

資料的制約か

自治はここで

してどのよう

税源移譲手

支出責任と

村），とりわ

らほとんど行われなかったと

の確立が根底的意義を持つ。

な効果を持つかを示すことな

段や方法の理論的妥当性は第

のインバランスがどれほど回

け都市と農村の自治体間格差

いってよい。市町村は基礎

所得税の地方移譲が個々の

くして，その説得力は乏し

１に，どれだけの税収が自

復するかということ，第２に

が拡大しないかどうかによっ

自治体であり，分権や地方

市町村の財源システムに対

いといわなければならない。

治体にもたらされ，地方の

自治体間（都道府県，市町

て判断される。東京都の
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地方税財政制度

のシミュレーシ

譲によって個々

立命館経済

研究会は，同上提案がこの２

ョンに関する調査・研究」 ）

の府県や基礎自治体のどれほ

学（第 巻・第１号）

つの基準に合致することを論

が，必ずしも十分ではない。

どが国からの財政移転に頼る

証している（「税源移譲

最大の問題は，税源移

ことなく，自主的財源

（地方税，料金的

ていないことで

本稿の主題は

方税収の全歳入

である。税源移

ある大阪府内の

このために次

収入，地方債）によって財源を

ある。

，市町村レベルの所得税移譲

比），交付税依存度という数値

譲の効果は都市的自治体で顕

全 市町村を対象とする。

の２点が前提的作業となる。

賄えるか，あるいは賄えるよ

に関するシミュレーションを

指標によって，その結果と含

著に表れると考えられるので

１つは移譲すべき所得税の対

うにするかが明示され

行い，財政自立度（地

意を明らかにすること

，典型的な都市地域で

象を労働所得税とする

が，その理論的

し，シミュレー

にもとづくもの

である各市町村

） シミュ

同前期課

かつ現実的根拠を示すことで

ションの手法を開発すること

であったが，本稿では行列式

に還元，帰属させて移譲額，

レーションにおけるモデルの作成

程橋本貴彦氏の協力を得た。記し

ある。第２に市町村レベルで

である。兼村教授の研究は個

を用いて，勤務地で源泉徴収

つまり個人住民税の拡充額を

，推計にあたって，立命大学大

て謝意を表する。

の技術的な制約を克服

人住民税の課税標準額

された所得税を居住地

推計している
）
。

学院博士後期課程平剛氏，

国，地方間に

第１節 所得税

おける現行の経費と税源の配

〈図１ 国と地方の

移譲 個人住民税拡充論

分は［図１］のように図示さ

経費・税源配分―イメージ図

れる。ここでは経費配

（ ）



分において地

地方交付税）

税の交付団体

所得税の市町村移譲シミ

方が約 ％を占めるのに対

が大きいウェイトを持つ。と

であり，これは本来の姿でな

ュレーションとその含意（内山・

し，地方税源は ％程度であ

くに府県，市町村とも，ほと

い。財政分権が求められる

新田）

り，財政移転（国庫支出金，

んどの自治体が普通交付

のは，このような構造によ

って，自治体

現代の経済

財政調整制度

って過大な財

水準は財政移

この一対の改

の変更 地方

財政の自主性が著しく制約さ

では経済力や財政力の地域的

は不可欠であり，国・地方の

政移転の規模を縮小し，それ

転を半減し，国地方の税源配

編が「三位一体改革」と呼ば

への税源移譲が財政移転の縮

れてきたからである。

不均等，特に都市・農村間

経費配分と税源配分を一致

に見合う税源移譲を行うこ

分を ，ないし

れるのは，国と地方の収入

小を伴うことによる。

の格差は構造的であるので，

させる必要はない。したが

とが課題となる。当面その

とすることが目安となる。

中立を想定すると税源配分

税源移譲の

は消費税が地

する。その主

いこと，また

所得税の重

政分権の望ま

全体及び個々

対象として考えられるのは所

方税としてふさわしくないと

な理由は地方での消費税徴収

当該自治体の税収と住民の負

要部分または基礎税率部分

しい，かつ現実的方法として

の自治体にどれだけの税収が

得税か，これと消費税の組

考え，所得税（特に労働所得

が事実上不可能であり，譲

担が一致しないからである

（ ％）の地方移譲，これによ

妥当性をもつかどうかは，

もたらされ，どのような効

み合わせであるが，本稿で

税）だけの地方移譲を想定

与税方式とならざるを得な
）
。

る個人住民税の拡充が財

シミュレーションによって

果をもつかによって判断で

きる。特に全

的違いがある

現れている。

国に 余に及ぶ市町村は

。それはたとえば自治体の規

（［表１］参照）

大小さまざまであり，都市と

模，態様に見る地方税のウ

農村には規模を超えた質

ェイトや財源構造に如実に

筆者の一人

で除く）と

府県につい

である内山は府県レベルで

に近い３県（石川・岡山・長

て 年のデータでシミュレ

■

財政力指数 以上の 府県

野の各県）， 台の北海道，

ーションを行った。内山が

■■表１■■

（東京都は不交付団体であるの

台の高知県を加えた計

主眼をおいたのは，個人住

民税の拡充額

団体数の増加

この分析

川・愛知・静

化する。また

とられれば，

労働所得税の５％分移譲額

や交付税依存度の変化を推計

によると，労働所得税の５％

岡），および財政力指数 以

同指数 台の京都府，兵庫

不交付団体化が可能である。

と普通交付税との相関関係

することである
）
。

分の移譲によって東京都を

上の２県（埼玉・千葉）を加え

県は法人事業税収の安定化や

これら９都府県に居住する

を数値指標で示し，不交付

含む５都府県（大阪・神奈

た７都府県が不交付団体

財政効率化などの措置が

人口は 万人（ 年），
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総人口１億

の，交付団体に

市町村レベル

立命館経済

万人の ％にあたる。他

とどまる。

に関しては，資料的技術的制

学（第 巻・第１号）

方，他の 道県は交付税依存

約から非常に困難であり，ほ

度が相当低下するもの

とんど存在しなかった

が，最近前述の

の資料を入手さ

いて試算を行い

この研究は優

の方法が示され

こと，個々の住

を考えると，克

兼村教授が，千葉県と島根県

れ，これにもとづくシミュレ

，都市的自治体と農村的自治

れた先駆的研究であるが，大

ていないことである。個人住

民にとっても所得税の減税額

服すべき課題として残るので

の全市町村について個人住民

ーションを行っている。同教

体に対する影響の違いを明ら

きな難点がある。というのは

民税の拡充は国の所得税移譲

と個人住民税の増税額が一致

ある。これに対して，われわ

税所得割の課税標準額

授は３つのケースにつ

かにしている
）
。

移譲する所得税の減税

と税収中立が望ましい

させるべきであること

れのシミュレーション

の手法は所得税

収額を推計し，

）「大阪府

をセット

一，林宜

れている

度 大阪

の最低率部分（ ％，府県，

財政自立度や交付税依存度の

地方税あり方研究会」のシミュ

にした３ケースについての移譲案

嗣，松井健（大阪府総務部税務室

。シミュレーションのモデルや結

府地方税あり方研究会報告書」。

市町村各５％を想定）の移譲を

変化を検証するのである。

レーション〔大阪府， 〕は

である。この研究会は座長を米

長），上田均（大阪府総務部所

果の概要は，次の資料による。

前提に，各市町村の増

，いずれも所得税と消費税

原淳七郎氏が務め，長沼進

属）の各氏によって構成さ

大阪府（ ）「平成 年

） 内山昭

） 兼村高

村の増収

１．なぜ大阪

「地方分権と税源移譲論」静岡県

文，佐竹正好，稲田圭祐「市町村

推計と財政分析―」『地方財務』

第２節 個人住民税

府内の市町村を対象とするか

立大学経営情報学部『経営と情報

民税拡充のシミュレーション分

号所収， 年１ ２月。

拡充シミュレーションの方

』第 巻２号， 年４月。

析―千葉県・島根県全市町

法

このシミュレ

譲，つまり個人

なわち国と地方の

うるが，ここで

拡充額と普通交

標で推計するこ

労働所得税の

ーションでは，労働所得税の

住民税を拡充したとき，これ

歳入は中立である）。この場合

はまず普通交付税に代替させ

付税との相関関係を示して，

とにある。

５％相当額の移譲によって，

基礎税率部分 ％（府県，市

に見合う財政移転額を縮小す

，普通交付税と国庫支出金の

る。したがって，シミュレー

市町村の財政自立度がどれほ

個人住民税の増収が現在の普

町村各５％）を地方に移

ることを想定する（す

いずれかが対象となり

ションの目的は，税源

ど高まるかを数値・指

通交付税額を越える団

体は少なくない

ならなくても，

の視点から望ま

このようにシ

普通交付税への

は，経済力が集

。大都市および中都市の大部

歳入に占める地方税の割合が

しい結果となることが予想さ

ミュレーションの意図は，労

依存度や財政的な自立度がど

中し，財政力が相対的に高

分は特に大きな期待をもてる

上昇し普通交付税への依存度

れる。

働所得税の移譲＝市町村個人

れほど変化するかを明らかに

い都市地域（大都市圏）におい

だろう。不交付団体に

は低下するから，分権

住民税の拡充によって，

することにある。それ

て顕著であると考えら
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れる。

大阪府内市

ることによ

所得税の市町村移譲シミ

町村をシミュレーションの対

る。大阪府は都市化の進展で

ュレーションとその含意（内山・

象とするのは，大阪府域が

森林面積が減少し，府下の総

新田）

全体として都市的地域であ

森林面積は ，東

京都の

してもかな

とが明白であ

より少なく，全国最下位

り小さいことが分かる
）
。また

る。

である。全国平均（北海道を

土地利用のあり方は，［表２］

■■■表 ■■

除く）の 万 と比較

のように都市的であるこ

大阪府や

（財政力指数

大阪府は

人 で

東京都は，民有地の半分以上

未満）では，その８割以上が

人 ，東京都は 人

ある
）
。しかも大阪府内市町村

を宅地として利用しているの

田・畑・山林等である。人

に比して，高知県は

には人口密度が千人 以

に対し，高知県や鳥取県

口密度にしても同じである。

人 ，鳥取県は

下の自治体が５つしかな

い。就業構

次産業より第

ならない
）
。

大阪府域の

超の自治体

範囲であり，

未満が３団体

造をみると，第一次産業（

三次産業（ ％から ％

都市的特徴は財政上の数値に

は 団体中 団体で，ほとん

を超える自治体が８団体

である。その内，不交付団体

％から ％）より第二次産業

）の就業率が高く，第１次産

も表れている。 年度，

どが ％を超える（ ）。財

， 未満が 団体，

は３市１町である。普通交

（ ％から ％），第二

業へは全体平均で１％にも

歳入に占める地方税が ％

政力指数は の

未満が 団体，

付税の割合の高い自治体で

％（対歳

た依存財源

表２ 大阪府下

大阪地域は

と国庫支出金

方では不交付

不交付団体と

入比），少ない自治体では

（国・府支出金）でみると，そ

市町村の財政状況 参照）

きわめて都市的でありながら

への依存が，あまりにも過大

団体を増加させ，他方で普通

なった自治体は税収中立を想
）

％，府内の平均 ％である

の数値はそれぞれ ％，

，それが財政上の数値に反

である。労働所得税の５％

交付税依存度を低下させる

定すると国庫支出金の削減

。これを国庫支出金も含め

％， ％となる。（〈付

映されず，逆に普通交付税

相当額の市町村移譲は，一

ことが期待できる。その上，

まで可能となり，その方法

の検討が課題

２．居住地

このシミュ

移譲し，市町

果の推計がキ

となる。

ベースの労働所得税算出方法

レーションでは労働所得税の

村個人住民税（個人市町村民

イ・ポイントである。

基礎税率部分である ％を

税）所得割に上乗せしたとき

，道府県・市町村に各５％

の各市町村における税収効

（ ）



国税の所得税

所得税はそのほ

得税」と呼ぶ）。

立命館経済

と個人住民税の課税対象はと

とんどを企業が源泉徴収し就

これに対し，後者は居住地で

学（第 巻・第１号）

もに個人の所得であるが，前

業地で納付する（以下，これ

課税され納される（以下，こ

者の中心を占める給与

を「就業地ベースの労働所

れを以下「居住地ベースの

労働所得税」と呼

算出するため，

……

……

表頭と表

ぶ）点に違いがある。本稿で

下記のようなモデルを作成し

側に大阪府内 市町村＋その

はこの点に着目し，居住地ベ

た。

他都道府県の計 項目を並べ

ースの労働所得税額を

た（ × の行列）。

就業地ベ

居住地ベ

居住

大阪府内

※

し本稿

ースの一人あたり労働所得税

ースの労働所得税額
）

地が ，就業地が の従業者

各市町村の一人あたり労働所

は，その他都道府県に居住し

においては分析の対象外とな

列ベクトル

数
）

得税
）

，その他都道府県に就業して

るため０とおいた。

いる人数である。しか

居住地ベース

１） 大阪府

〈付表 大

大阪市の就業

当該シミュレ

得税と，申告所

告所得税からそ

瞭な所得が含ま

の労働所得税を算出する過程

内税務署別就業地ベースの労

阪府内税務署別就業地ベース

地ベース労働所得税額は，大

ーションで用いる労働所得税

得税のうち，事業所得者にか

の他所得者のそれを除くのは

れるからである。

は，数多くの作業をともなう

働所得税の算出

の労働所得税額，参照。

阪市内 税務署
）
における税額

額は，源泉所得税のうち，給

かる税（営業・農業・その他

，配当所得や譲渡所得など，

。

の合算である。

与及び報酬にかかる所

事業）の合計である。申

居住地との関連が不明

２） 大阪市

〈付表 大

大阪市の労働

当該市を管轄し

村を各税務署が

および大阪府内その他市町村

阪府下市町村別就業地ベース

所得税額は，市内 税務署の

ているので同署における税額

管轄している
）
ので，当該市町

別の就業地ベース労働所得税

の労働所得税推計，参照。

合算である。堺市・東大阪市

がそのまま用いられる。以上

村の従業者数の割合から推計

の推計

のそれは，１税務署が

３市以外は複数の市町

した。

３） 大阪府

〈付表 大

〈付表 大

表頭，表側に

町村に居住して

町村からの流出

内市町村間およびその他都道

阪府下市町村に従業する 歳

阪府内市町村の流出入人口数

大阪府下 市町村を並べ，あ

いるのかを示す。つまり，こ

を表すことになる。

府県間における 歳以上就業

以上従業者の居住地別集計表

，参照。

る表頭市町村で働く 歳以上

の表の列は表頭市町村への流

者の流出入数の算出

従業者が，どの表側市

入を表し，行は表側市

（ ）



４） 各市

〈付表

３）で作成

所得税の市町村移譲シミ

町村に帰属する居住者ベース

大阪府内市町村別の居住地ベ

された表は，行列 そのも

ュレーションとその含意（内山・

の労働所得税額の算出

ース労働所得税，参照。

の
）
である。

新田）

上記の推計方法を２市が存在する 県

■

を想定して説明すると，次の

■■表頭市■■

ようになる。

市， 市

て，居住地ベ

，

，

，

，他県，それぞれの一人あた

ースのそれをこのモデルを使

，

，

，

市の一人あたりの

市の一人あたりの

他県の一人あたりの

り労働所得税が 千円，

って算出すると，以下のよ

労働所得税（ ）

労働所得税（ ）

労働所得税（ ）

千円， 千円だとし

うになる。

市の居住

者（すなわち

地ベース労働所得税は，

市に居住し 市で働く者）が

千円である。これは 市から

生み出す労働所得税 千円

市へ流出している労働

， 市から 市へ流出して

いる労働者

千円の合

が生み出す労働所得税

計で，行列式は労働所得税流

〈図２ 居住地

千円， 市から他県へ流出し

出分を 市に戻す作業にあ

ベース労働所得税の算出方法

■■■図■■■

ている労働者が生み出す

たる（下記はイメージ図）。

３．移譲さ

移譲額と普

れる労働所得税額と普通交付

通交付税額を比較し，不交付

税の大小関係

団体数の増加や交付税依存度の変化を検証するために

（ ）



以下の作業を行

労働所得

〈付表 給

立命館経済

う。

税収のうち大阪市および他の

与階級別の納税者数と基礎税

学（第 巻・第１号）

市町村に移譲される５％相当

率部分推計額 参照。

額の平均割合の推計

〈付表 労

わが国の所得

ことにより，所

円以下は最低税

のはこの部分で

計した。

労働所

働所得税の税率 ％部分の推

税は，原則として各人のすべ

得金額の多寡，担税力の差異

率 ％を適用され，基礎税率

あるので，次に労働所得税の

得税について

計方法 参照。

ての所得を総合し，これに超

に応じた税負担を求めてい

部分とも呼ばれる。シミュレ

うちどれほどが基礎税率分相

過累進税率を適用する

る
）
。課税所得金額 万

ーションで移譲される

当の税額であるかを推

給与所

ある。

各労働

〈給与所得税

給与所得税の

び公務員等に分

人あたり納税額

税者数に 万円

得税（１年以上勤務者分と１年

所得税の税率 ％部分の推計

について

納税者について，一年以上の

ける。このうち一年以上およ

が 万円を超える 万円で

を乗じた額が用いられる。

未満勤務者分の合算），報酬等

民間企業勤務者，一年未満の

び一年未満の民間企業勤務者

境界線を引き， 万円未満分

，申告所得税の合算で

民間企業勤務者，およ

に対して，平均的に一

は全額，同以上分は納

公務員等につ

〈報酬等
）
につ

報酬等は，総

〈事業所得税

事業所得税は

したがっ

いては，民間企業勤務者と同

いて

額の８割を算入する。
）
について

，その９割分をあてる。

て各市町村毎の移譲額は労働

じ割合を用いて算出した。

所得税に ％ ％× を乗じたものである。労

働所得税の税率

１） 大阪府

居住地ベ

移譲額は府

に比べて多

〈付表 大

％相当額の全労働所得税に

内の市町村における労働所得

ースの労働所得税に，上記

に５％，市町村に５％の割合

いと推定したので ％とした）。

阪府内市町村への移譲額 参

対する割合は ％となる。

税の移譲額の推計

の推計された平均割合 ％を

で配分されるである
）
。（大阪

照。

乗じた（ ）。ただし，

市は高額所得者が他市町村

２） 算出し

次に算出

拡充額と

体となる。

依存度を比

に占める自

た移譲額と普通交付税の大小

された移譲額＝個人住民税増

普通交付税の大小関係（ ）

歳入に占める普通交付税額

較した。また，現在の地方

主税源の割合を算出した（

関係の考察

収額と普通交付税額の割合

を示した。符号がプラスの自

の割合を「交付税依存度」と

税額と拡充による増収分を合

）。拡充後，不交付団体とな

（ ）。

治体は交付税不交付団

し，移譲前（ ）と後の

計し（ ），現在の歳出

った自治体については，

（ ）



普通交付

〈付表

） 総務

所得税の市町村移譲シミ

税を超過する額と国庫支出金

移譲額と普通交付税・国庫

省統計局（ ）『日本の統計

ュレーションとその含意（内山・

との関係を言及した（ ）。

支出金との相関 参照。

』（財）日本統計協会 頁

新田）

参照。

）

） 第一

気・ガ

ビス業

） ただ

特定の

か，義

総務

次産業とは農業，林業及び漁業

ス・熱供給・水道業，運輸・通

及び公務をさす

し，国庫支出金は，経費負担区

施策の奨励又は財政援助のため

務教育負担金（約 ％）や生活

省（ ）『地方財政白書』 頁

参照。

，第二次産業とは鉱業，建設業及

信業，卸売・小売業，飲食店，金

分に基づき国が地方公共団体に対

の補助金等から成る。普通建設事

保護負担金（約 ％）などの経常

参照。

び製造業，第三次産業とは電

融・保険業，不動産業，サー

して支出する負担金，委託費，

業関係が ％前後を占めるほ

的補助金を含む。

） その

行列

大阪

都・奈

内から

にあた

その他

総務

就業者

他都道府県の一人あたり労働所

式を用いるさい 項目目の「そ

府内の就業者のうち，府外から

良・和歌山・兵庫・滋賀）から

府外の都道府県へ流出している

る。大阪府内の流入および流出

都道府県の一人あたり労働所得

庁統計局『平成７年国勢調査報

の産業（大分類）』参照。

得税額について

の他都道府県の一人あたり労働所

の流入数は 人，そのうち

の流入者は 人で，全体の

のは 人，そのうち近畿圏

は，その９割が近畿圏内の移動と

税額は，近畿圏の平均一人あたり

告 第６巻 従業地・通学地によ

得税額」が必要となる。

近畿圏（２府４県 大阪・京

％である。一方，大阪府

へは 人，全体の ％

いえる。これにもとづいて，

労働所得税額を用いた。

る人口 人口の男女・年齢，

大阪

） 従業

を対象

） 労働

もとづ

） 大阪

東淀川

大阪

） 大阪

国税局総務部企画課（ ）『大

者数については，総務庁統計局

にして算出した。

所得税については，大阪国税局

く。

福島，西，港，天王寺，浪速，

，北，大淀，東，南，以上 税

国税局総務部企画課（ ）前

市内以外の大阪府内には の税

阪国税局統計書 平成 年度版

『平成７年国勢調査報告 第６巻

総務部企画課（ ）『大阪国税

西淀川，東成，生野，旭，城東，

務署である。

掲書 参照。

務署があり，その内訳は以下の通

』参照。

』により， 歳以上従業者数

局統計書 平成 年度版』に

阿倍野，住吉，東住吉，西成，

りである。

岸和

摂津市

（茨木

熊取町

町，河

大阪

） 行列

調査不

田（岸和田市，貝塚市），豊能

），泉大津（泉大津市，和泉市，

市，高槻市，島本町），八尾（八

，田尻町，岬町），富田林（富田

南町，美原町，千早赤阪村），門

国税局総務部企画課（ ）前

に使用するのは 行× 列であ

可能数または調整数と考えられ

（池田市，豊中市，箕面市，豊能

高石市，忠岡町），枚方（枚方市

尾市，松原市，柏原市），泉佐野

林市，河内長野市，羽曳野市，

真（門真市，守口市，四条畷市

掲書 参照。

る。４）で作成された表の「そ

るので，このモデルには組み込ん

町，能勢町），吹田（吹田市，

，寝屋川市，交野市），茨木

（泉佐野市，泉南市，阪南市，

藤井寺市，大阪狭山市，太子

，大東市）

の他市町村」は，国勢調査の

でいない。

）

稲垣

平成 年分 所得税の税額表〔求め

課税される所得金額

円から 円まで

円から 円まで

円から 円まで

円以上

光隆編（ ）『図説 日本の税制（平

る税額 × 〕

税率 控除額

％ ０円

％ 円

％ 円

％ 円

成 年度版）』財経詳報社 頁より引用。

（ ）



） 報酬等

選手・騎

金などが

立命館経済

には，原稿料・作曲料・講演料，

手・外交員等の報酬又は料金，バ

含まれる。

学（第 巻・第１号）

弁護士，税理士等の報酬又は料

ー・キャバレーのホステス等の

金，診療報酬，職業野球の

報酬又は料金，契約金・賞

） 申告所

） １）で

％ずつ

１．不交付団

得税のうち営業所得者，農業所得

推計された比率は ％であるが

配分した。

第３節 シミュ

体数と普通交付税依存度の変

者，その他事業所得者にかかる

，小数点を四捨五入して ％と

レーションの結果と含意

化

所得税の合計とする。

し，府と市町村にそれぞれ

労働所得税の

ベースでの労働

ら，これを乗じ

この拡充額が

証から明らかに

１） 個人

移譲によって，各自治体の個

所得税の推計によって可能と

て市町村レベルの個人住民税

自治体財政にとってどんな意

なる。

住民税拡充額の普通交付税に

人住民税拡充額がどれほどか

なる。そしてその５％分の全

拡充額となる。

味を持つかということは，次

対する相関 拡充額／普通交

ということは，居住地

国平均は ％であるか

の３つの指標による検

付税

２） 交付

３） 拡充

４） 財政

税依存度の変化 普通交付税

拡充超過額

による地方税増加率 （地方税

自立度 地方税／歳入総額

（地方税＋拡充額）／

／歳入総額

（ 普通交付税額 拡充額）

＋拡充額）／地方税

歳入総額

／歳入総額

個々の自治体における拡充額の規模は次の

■■

特徴をもつ。大阪市の拡充額

■表３■■■

は 億円であり，

人口規模 万

円とも２位であ

木・寝屋川の各

は 億円の差

東・富田林・箕

田市と池田市の

人と同じく大阪府内で突出し

る。人口 万人以上の都市

市〔降順〕）で，一団体平均の

がある。人口 万 万人の

面・河内長野・羽曳野・池田の各

拡充額の差はそれほどなく，

ている。つづく堺市の人口約

は８団体（東大阪・枚方・豊中

拡充額は 億円であるが，

都市は 団体（岸和田・和泉

市〔降順〕）で，一団体平均は

この 団体間には同程度の金

万人，拡充額 億

・高槻・吹田・八尾・茨

東大阪市と寝屋川市で

・守口・門真・松原・大

億円である。岸和

額がもたらされる。

（ ）



万人以下の

四条畷の各市

方， の町

所得税の市町村移譲シミ

都市（泉佐野・貝塚・摂津・柏

〔降順〕）は，一団体平均

村（熊取町・美原町・島本町・

ュレーションとその含意（内山・

原・交野・泉大津・藤井寺・泉

億円，泉佐野と四条畷両市の

豊能町・岬町・河南町・忠岡町

新田）

南・高石・大阪狭山・阪南・

差異は 億円である。一

・太子町・能勢町・千早赤阪

村・田尻町〔

の差があるが

１） 個人

個人住民税

別に集計す

できるので，

加えて，移譲

降順〕）については，一団体平

，これは 万人という人口

住民税拡充額の普通交付税に

拡充額の普通交付税に対する

ると以下のようになる。 ％

不交付団体となる。移譲前か

後に豊中市・箕面市・茨木市

均額 億円である。熊取町

の差異に起因する。

対する相関

相関は，拡充額／普通交付

を超える団体は普通交付税を

ら不交付団体の吹田市・高

・摂津市・大東市・池田市

と田尻町の間には約 億円

税で表される。これを段階

拡充額で相殺することが

石市・泉佐野市・田尻町に

・大阪市・門真市・東大阪

市・枚方市・

なる。 ％

高槻市・八尾市・守口市・美

線以下の団体は依然として交

■

原町・堺市の 団体を合わ

付団体で，計 団体である。

■■表 ■■■

せて 団体が不交付団体と

豊中市・箕

３ 個人住民税

面市・摂津市・茨木市では

拡充額の普通交付税に対する相

，拡充額が普通交付税額の

関（降順１） 参照）。一方，そ

倍から 倍となった（〈図

の他の市町村は２倍程度

もしくは，

体については

充額の普通交

交付税

交付税依存

る。

〈図５ 不交付

拡充額が現在の普通交付税額

同じグラフでは明瞭に図示

付税に対する相関（降順２） 参

依存度

度は，歳入に占める普通交

団体の交付依存度変化（昇順

を超えない（普通交付税額の方

できないため別のグラフを作

照）。

付税の割合（ 普通交付税／歳

）〈図６ 交付団体の交付税

が多い）。池田市以下 団

成した（〈図４ 個人住民税拡

入総額）で表すことができ

依存度変化（昇順）これを

図示したもの

であり，図で

の数値につい

ば，拡充額と

存度は０％と

がマイナスの

である。なお，交付税依存度

は除外している。ただし，

て説明する必要がある。普通

普通交付税が相殺されて歳入

なる。しかしここでは拡充

交付税だと考え，交付税依存

は分子を普通交付税とする

移譲後に不交付団体となる

交付税を受け取らない団体

内訳から地方交付税交付金

額から普通交付税を差し引い

度を負の数値を用いて算出

ので，現不交付団体は０％

団体（現不交付団体を含む）

が不交付団体であるとすれ

がなくなる団体の交付税依

た額（ 拡充による超過分）

した。理論上の数値を相対

（ ）
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〈図３ 個人住民税拡

学（第 巻・第１号）

充額の普通交付税に対する相関

注） 移譲前からの不交付団体（吹田市・泉佐野市

〈図４ 個人住民税拡充額

・高石市・田尻町）は除く。

の普通交付税に対する相関（降順２）

注） 移譲前
注） 豊中市

からの不交付団体（吹田市・泉佐野市・
・箕面市・茨木市・摂津市・大東市につ

高石市・田尻町）は除く。
いては，移譲額が普通交付税の３倍以上となるので除く。

化するため，分

付度」と呼べば

年現在，

幅広い差異があ

が 団体で，不

母の歳入総額には変化を加え

理解しやすい。

団体が普通交付税に依存

る。 ％台が２団体， ％

交付団体は４団体である。

ないことにする。交付税依存

し，千早赤阪村の ％から

台が８団体， ％台が 団体

度を言い換えて「不交

豊中市の ％までと

， ％未満 ％以上

（ ）



所得税の市町村移譲シミ

〈図５ 不交付団

ュレーションとその含意（内山・

体の交付税依存度変化（昇順）

新田）

〈図６ 交付団体の交付税依存度変化（昇順）

所得税移譲

然として交付

歳入のうち

低下させ ％

いて依存度は

の結果，現不交付団体４団体

団体である。（〈表５ ，〈表６

％以上を交付税に依存し

代となる。また， ％代だっ

大幅に低下する。

を除く 団体が不交付団体

参照）

ていた２団体（河南町・千早赤

た８団体もそのほとんどが

化するが，残り 団体は依

阪村）は，依存度を５％強

％代となり，全団体にお

（ ）
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３） 拡充による地方税増加率

■表 ■

普通交付税へ

連動する。まず

税額は全体の平

示す団体が 団

増加率が

市・豊能町・千

る。

の依存は，地方税の増収と反

，拡充による地方税増加率

均で ％の増加率を示し

体と最も多い。

％を超えるのは能勢町で，次

早赤阪村が ％ ％の伸

比例に作用する。また財政自

（（地方税＋拡充額）／地方税額）

，５％ごとに区切ってみると

いで寝屋川市・松原市・羽曳

びを示す。一方， ％以下

立度は地方税の動きと

を段階別に見る。地方

， ％の増加を

野市・柏原市・四条畷

となるのは田尻町であ

■■■表 ■■■

４） 財政自

財政自立度
）
は

〈図７ 財政自立

降順）である。

加するというこ

移譲後の自立

立度

，歳入総額に占める地方税の

度（降順）〈図８ 財政自立度

個人住民税が拡充され歳入に

とであり，同時に地方自治の

度は分母が異なるため，交付

割合で表すことができる
）
。そ

（不交付団体・降順）〈図９

占める地方税の割合が高まる

高まりを期待できる。

団体と不交付団体とに分けて

の変化を図示したのが

財政自立度（交付団体・

ことは，自主財源が増

％ごとの団体数で示

すと以下の図表

移譲前の財政

体では ％

津市・四条畷市

が ％代に

市・泉佐野市・

となる。

自立度は，田尻町の ％

代に 団体（貝塚市・和泉市

・大阪狭山市・寝屋川市・藤井寺

上昇する。不交付団体につ

豊中市・美原町・守口市・高槻市

が最高値で能勢町の ％が

・交野市・富田林市・柏原市・河

市）ある。移譲によってそれ

いては， ％代の団体が

・摂津市・枚方市），次いで

最低値である。交付団

内長野市・松原市・泉大

らのほとんどの自立度

最も多く８団体（高石

％代が７団体（堺

（ ）



所得税の市町村移譲シミ

〈図７

ュレーションとその含意（内山・

財政自立度（降順）

新田）

〈図８ 財政自立度（不交付団体・降順）

市・池田市・

労働所得税

の最大の意

における交付

飛躍的に上昇

箕面市・八尾市・大東市・東大阪

の移譲による市町村個人住民

義は次の点にある。不交付団

税依存度は著しく低下する。

することに他ならない。

市・門真市）である。

税の大幅拡充によって普通

体数が大幅に増加し（ 団体

このことは，都市的地域の

交付税を相殺するとき，そ

），また交付団体（ 団体）

基礎自治体の財政自立度が

（ ）
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〈図９ 財政自

学（第 巻・第１号）

立度（交付団体・降順）

■■■表３ ■■■

２．分権的自

シミュレーシ

の４団体を加え

都市， 万

不交付団体であ

得税の基礎税率

もつ。

治体財政システムへの前進

ョンの直接的結果は，不交付

た の不交付団体の内訳は次

人の 都市のうち５都市，

る 市町村の交付税依存度

部分（ ％）の移譲による個

団体の大幅増加と交付税依存

のとおりである。人口 万人

万人以下の 市町村のうち５

は， ％から ％（平均

人住民税拡充の結果は，以下

度の低下である。現在

以上の 都市のうち９

団体である。拡充後も

）へ低下する。労働所

の含意と一般的意義を

第一に，不交

団体（ 年

ことになる。人

となりうる。ま

定の人口規模を

第二に，これ

付団体が全国的に大幅増加

）あり，その居住者 万

口 万人の 都市（同

た， 万人以下の基礎自治体

もち，経済力が豊かであれば

らの結果は，わが国の都市的

しうることである。人口 万

人（全人口の ％，同年）が分

年）のうち，その ％にあた

であっても，大阪府下におけ

不交付団体化は可能である。

地域，特に大阪府と同様の特

人以上の都市は全国に

権的な都市に居住する

る 都市が不交付団体

る美原町のように，一

徴をもつ大府県，東京

（ ）



都，神奈川県

人口 万人以

大和市）で，

所得税の市町村移譲シミ

についてほぼ当てはまると考

上は９都市（横浜市・川崎市

万人の都市は４都市

ュレーションとその含意（内山・

えられる
）
。神奈川県内 市

・相模原市・横須賀市・藤沢市・

（秦野市・鎌倉市・座間市・海老

新田）

町１村計 市町村のうち，

平塚市・茅ヶ崎市・厚木市・

名市）である。上記の比率

をあてはめ

県全体 万

第三に，都

調整制度とし

交付税依存度

域に対する財

や交付税依存

ると， 都市に居住する 万

人の ％にあたる。

市的自治体の不交付団体化と

ての機能に純化する。農村地

の低下は都市と比べると相対

政調整や，ナショナル・ミニ

度の低下は，交付税を本来の

人が不交付団体に居住するこ

交付税依存度の低下は，地

域の小規模自治体などでは

的に小さい。しかし，交付

マムの保障である。したが

姿に純化するものとして歓

とになり，これは神奈川

方交付税制度を本来の財政

，個人住民税を拡充しても

税の本来の任務は農村的地

って，都市の不交付団体化

迎できるのである。

■■■表３ ■■■

筆者は，地

その場合には

「〈付表 拡

を超える団

（ ）との相

方交付税制度が改革されるこ

，拡充によって莫大な地方税

充額と普通交付税・国庫支

体（ 団体）について，拡充

関を検討している。

とを条件として税源拡充後

増加のある不交付団体への

出金との相関」では，拡充額

超過分（ ）と国庫支出金の

）

も存続させる立場をとる。

対応を考えねばならない。

（ ）が普通交付税額（ ）

うち普通建設事業支出金

）
普通建設事

業にかかる支

るのは，それ

策誘導的性質

の不交付

木市・東大阪

業支出金（以下，「建設補助金

出金の合計である。国庫支出

が国による地方団体に対する

をもつからである
）
。

団体のうち拡充超過分から

市・箕面市・枚方市・高槻市・

」）は，国庫支出金と都道府県

金の中から特に建設補助金

特定の事務事業を奨励する

建設補助金を相殺できるのは

大東市・摂津市・八尾市・池田

支出金うち，普通建設事

を取り出して削減対象とす

ための補助金であって，政

団体（豊中市・吹田市・茨

市・門真市・泉佐野市・高石

（ ）



市・守口市・田尻

がこれを上回る

ることは，地方

立命館経済

町〔降順〕）に及ぶ。大阪市と

。地方税の強化によって，不

分権の実質化からきわめて重

学（第 巻・第１号）

堺市については，拡充額が大

交付団体化だけでなく建設補

要な意義をもつ。これが第４

きいものの建設補助金

助金の削減が可能にな

点。

第五に，労働

このシミュレー

つかの段階，具

が道府県に５％

％， ％，

加数や交付税依

拡充超過分につ

所得税の基礎税率部分（ ％

ションにおける制度への移行

体的にはより低い税率適用の

，市町村に５％，合わせて地

合わせて５％という段階を踏

存度の低下は緩慢となる。経

いての対処を考慮する期間と

部分）の地方移譲は，段階的

は，システムの大改造を必要

経過措置を経ることになろう

方に ％移譲だとしても，例

むことがありうる。そうなれ

過措置をどの程度のスパンで

もなるだろう。

に行うことがありうる。

としないものの，いく

。税源拡充の最終目標

えば，導入時に半分の

ば，不交付団体数の増

行うかは別にしても，

本稿のシミュ

都市的地域の市

の増加と交付税

ロレベルの負担

これまで国税所

する。課税所得

することになる

レーションは普遍的意義をも

町村に対する妥当性が高い。

依存度の低下は，国民の税負

を３つの課税所得について

得税として納付していた 万

が 万円の者は 万円の所

。いずれの場合も，所得税納

ち，特に多数の都市を抱える

また，おおよそ全国的にも当

担配分にも影響を与える。個

見ると次のようになる
）
。課税

円が０円になり，地方に個人

得税が 万円に減少するが，

付額と個人住民税納付額の比

４大府県や，その他の

てはまる。不交付団体

人住民税拡充後のミク

所得が 万円の者は，

住民税 万円を納付

万円を地方に納付

率が逆転する。

■■■表３ ■■■

所得税を移譲

の向上がある
）
。

しくなる。自治

ろう。そして住

） 財政自

は自立度

にした。

） 移譲に

するメリットには，地域住民

地方自治体に納付する税額が

体にはアカウンタビリティ

民はその情報を得て，自らも

立度は，歳入に占める地方税の割

の上昇が地方分権の推進につなが

よって不交付団体化する 団体に

の納税者意識および自治体行

多くなれば，それに伴って住

（説明責任）が求められ，多数

自治体の主権者としての責任

合である。「財源」自立度と呼

りそれを期待する意味も含めて

ついて

財政へのチェック機能

民の自治体への目は厳

の情報が公開されるだ

を果たさねばならない。

ぶこともできるが，ここで

「財政」自立度と呼ぶこと

「〈付表

拡充額）

総額（

ては，拡

） 参考程

体をもち

万人超の

移譲額と普通交付税・国庫支

／歳入総額）に加えて，歳入総額

）を分母とする財政自立度との相

充額と現在の普通交付税額の差額

度であるが，愛知県にシミュレー

，その内訳は 市 町 村である

６都市， 万人超の７都市のうち

出金との相関」において，拡充前

に拡充額（拡充額―普通交付税

互関係も示した。その場合の交

をなお普通交付税で補われると

ションの結果を当てはめてみよ

。４大府県の一つである愛知県

半数の４都市，合わせて 都市

の財政自立度（（地方税＋

額）を加算した新しい歳入

付団体となる 団体につい

考え歳入総額は変化しない。

う。愛知県は の基礎自治

では 自治体のうち人口

（居住者にして約 万人，

（ ）



愛知県

われた

） 国と

所得税の市町村移譲シミ

人口 万人の ％）の不交付団

としても交付団体であり続ける

地方公共団体の経費負担区分に

ュレーションとその含意（内山・

体化が見込まれる。残りの 団

ことになる。

基づき，国が地方公共団体に対し

新田）

体については，税源拡充が行

て支出する負担金，委託金，

特定の

総務

） 都道

都道府

総務

） 国庫

教育費

ある。

いう場

施策の奨励または財政援助のた

省（ ）『地方財政白書（平成

府県の市町村に対する支出金。

県が国庫支出金を経費の全部又

省（ ）同書 ， 頁引用

支出金は，国庫負担金・国庫補

国庫負担金など，法律に基づい

国庫委託金は，国会議員選挙な

合にかかる費用を交付するもの

めの補助金等。

年度版）』 頁引用。

都道府県が自らの施策として単独

は一部として市町村に交付する支

。

助金・国庫委託金という分類がで

て経費負担区分により国が負担を

ど，本来は国の事務であるものの

である。

で市町村の交付する支出金と，

出金とがある。

きる。国庫負担金とは，義務

義務づけられている補助金で

，便宜上，地方に委託すると

神野

）

課税

直彦・金子勝（ ）『地方に税

個人住民税所得割の

市町村民税（標準税率）

所得金額
階級

税率 控除額 課

万円 ％ 円
―

万円超

源を』東洋経済新報社 ，

税率

道府県民税（標準税率）

税所得金額
階級

税率 控除額

万円 ％ 円

―
万円超

頁参照。

稲垣

） 関野

光隆（ ）『図説 日本の税制（平成

満夫（ ）「分権化社会の地方

年度版）』財経詳報社 頁引用

税財政」『地方税財源の改革課題

お わ り に

。

』自治体研究社 頁参照。

所得税と個

れ就業地，居

を推計すると

本稿のシミュ

可能となった

所得税の納税

せたことにあ

人住民税所得割はいずれも

住地に納付される。したがっ

き，就業地で納付される労働

レーションでは，行列式を用

。この手法のポイントは大阪

者が就業地で納付した税額を

る。

労働所得（給与所得と事業所得

て労働所得税の一部を個人

所得税を居住地に還元ない

いたモデルによって居住者

府内の 市町村について就

府内外で相殺するとともに

等）を対象に含み，それぞ

住民税に移譲してその効果

し帰属させる必要がある。

ベース労働所得税の算出が

業地と居住地が異なる労働

，居住地の市町村に帰属さ

大阪府内の

レーションの

には 団体増

万人の

これらはほ

市がそうな

市町村における労働所得税

結果，次のことが明らかにな

加して 団体になりうる。

都市のうち５都市（ ％）

ぼ不交付団体化できると見ら

れば，人口 万人以上の

５％分の市町村移譲 個人

った。 年に不交付団体

このなかには人口 万人以上

が含まれる。全国には 万人

れる。 万人の 都市の

都市のうち 都市が不交付

住民税拡充に関するシミュ

は４団体であるが，拡充後

の 都市のうち９（ ％），

以上の都市は あるが，

うち，その ％にあたる

団体となりうる。これら以

（ ）



外の都市は，交

わず地方税収の

本シミュレー

立命館経済

付団体であっても交付税依存

歳入に対するウエイトは大き

ションで想定した制度への移

学（第 巻・第１号）

度が大幅に低下する。また，

く上昇し，財政自立度が飛躍

行は，システムの大改造を要

不交付，交付団体を問

的に高まることになる。

しないものの，いくつ

かの段階，具体

移譲が最終的に

せて５％と言う

低下はより緩慢

交付税を上回る

政調整のあり方

個人住民税の

的にはより低い税率適用の経

基礎税率部分 ％分になる

段階を踏むことがありうる。

となる。経過期間をどれほど

場合にどうするか（たとえば

を考慮する期間となるだろう

拡充は，納税者である市民の

過措置がとられることになろ

としても，府県，市町村とも

そうなれば，不交付団体の増

のスパンで行うかは別として

国庫支出金の縮小）ということ

。

側からみると，所得に対する

う。労働所得税の地方

まず半分の ％，合わ

加数や交付税依存度の

も，それは税収増加が

や，農村自治体への財

税負担が国から地方に

大きくシフトす

するチェック機

ることを意味する。このこと

能強化，地方自治の豊富化に

は地域住民の自治体行政への

大きなインパクトを与える。

関心を高め，行政に対
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〈付表 大

〈付表 大

〈付表 大

〈付表 大

〈付表 大

阪府内市町村の位置

阪府内市町村の財政状況

阪府内税務署別就業地ベース

阪府内市町村別就業地ベース

阪府内市町村で就業する 歳

阪府内市町村の流出入人口数

阪府内市町村別の居住地ベー

の労働所得税額

の労働所得税推計

以上就業者の居住地別集計

ス労働所得税

表

〈付表 給

〈付表 労

〈付表 大

〈付表 拡

〈付表 国

与階級別の納税者と基礎税率

働所得税の税率 ％部分の推

阪府内市町村への移譲額推計

充額と普通交付税・国庫支出

庫支出金・府支出金内訳表

（ ％）部分の税額の推計

計

金との相関
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